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環境マネジメントシステム（EMS）

は、グローバルな環境経営を推進す

るリコーグループにとって、重要な

ツールのひとつです。各事業活動の

プロセスにEMSを組み込んで環境

経営を推進しています。経営トップ

が策定した環境行動計画は、各事業

部門の目標に落とし込まれ、活動の

結果がトップにフィードバックされ

る仕組みを構築し、グループ全体お

よび事業部門ごとのPDCA（Plan-

Do-Check-Act）サイクルを回して

います。また、全社の戦略的目標管

理制度に「環境」の項目を取り入れ、

部門別の業績評価を行っています。

リコーグループ環境経営システム組織図

・グループ環境会議
 　各部門の環境推進責任者
　による環境情報共有、
　課題検討

・全社執行コミッティ
   環境活動のトップ決裁

・執行役員会議
   各部門執行役員への
   環境情報提供、課題検討

・社長環境相談会
   社長への環境活動報告、課題検討

・環境統括会議
   環境担当役員への環境活動報告、
   課題検討

社　 長

社会
環境本部

国内・海外生産会社

国内販売・サービス会社

各部門／カンパニー

事業関連会社 海外極販社

・海外4極環境経営会議
　各海外地域統括会社の環境推進
　責任者による環境情報共有、課題
　検討

環境マネジメントシステムの

範囲の拡大
リコーグループの環境マネジメントシ

ステムの範囲は、グローバルの連結対

象会社＊を対象としています。ただし、

経営上の意思決定と環境施策の意思決定が一体となった
新しいマネジメント体制で環境経営を進めています。

環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

＊ 環境負荷データおよび環境会計データの収集範囲に
　 ついては、　　　　　をご覧ください。76ページ

I N TERV IE W
山梨電子工業株式会社

グループ環境方針により、環境活動が変化
山梨電子工業は、2006年11月に新たにリコーグループに

加わりました。当社も従来から環境方針を掲げていました

が、これを機にリコーグループの環境方針に移行しました。

それによってとくに変わったのは、「環境保全活動と経営

が同軸」「ステークホルダーと連携した活動の展開」「もの

づくりの視点に環境を入れる」という点で、環境保全活動

に対する取り組み姿勢が大きく変わりました。現在は、「省

エネ」「廃棄物削減」「環境に優しい製品」「大気汚染物質対

策」の4部会に分かれ、環境技術開発、省エネやごみゼロ活

動、化学物質の管理・全廃活動などに取り組んでいます。

リコーグループの一員として、

長期的な視点に立った環境経営を

進めています。

グループ
会社に
聞く

山梨電子工業環境専門部会のリーダー

M&Aなどで新たに取得した事業につい

ては、順次、EMSへの統合を行い、範囲

に加えています。2008 年度は、山梨電

子工業がリコーグループのEMSに加わ

りました。

長期的な目標を見据えた環境施策を展開
また、グループ統合後、従来は1年単位で設定していた環

境目標が中期行動計画の3年単位になりました。そして、

その目標は長期的な環境目標、長期環境ビジョンからの

バックキャスティングによって設定されています。このよ

うな長期的な視点に立った目標のおかげで、思い切った

生産プロセス革新や設備更改が経営計画に組み込みやす

くなり、2007年、2008年と2工場のボイラーエネルギー

転換＊が実現しました。今後も塩素系有機溶剤の全廃活

動をはじめ、より質の高い環境経営を目指した活動を推

進していきます。 ＊：35ページ

品質保証部 部長

土肥 一仁

品質保証部
環境・標準推進室 室長
諸角 茂宏
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環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステムの

強化とレベルアップ
環境経営を実現するためには、事業活動

と環境保全が別々に進むのではなく、同

じ意思決定のもとで進められるのが効

果的です｡リコーグループは、環境マネジ

メント体制の強化を目的に、当初は事業

所単位でISO14001の認証を取得して

きました。1995年にリコー御殿場事業

所がISO/DIS14001の認証を取得した

のをはじめ、2000年3月には世界の主

要生産拠点すべてが認証を取得。2001

年には国内販売グループで一括認証を

取得し、海外の販売会社でも積極的に認

証を取得するなど、ISO14001の認証取

得を通じた「全員参加による環境経営の

風土づくり」を進めてきました。2007年

2月からは、事業と環境の融合を図り、事

業部門が主体となって環境保全活動に

取り組むために、リコーおよび国内販売

会社でISO14001統合認証を取得しま

した。これにより2008年度からの16次

環境行動計画では、事業部門ごとの目標

を設定し、事業部門が主体となった環境

施策を多角的に展開しています。

戦略的目標管理制度
リコーグループでは、環境活動の評価基

準を明確にし、部門の業績評価に結びつ

ける仕組みとして、1999年から「戦略

的目標管理制度」を導入しています。これ

は、1990年代にアメリカで開発された

「バランスト・スコアカード」の4つの視点

に「環境保全」の視点を加えた戦略的な

目標管理の手法です。グローバルな環境

経営を実現するために、リコーグループ

全体に「戦略的目標管理制度」の展開を

進めています。

EMS活動のレベルアップ

第3段階

　　　 ●生産・非生産拠点でごみゼロ活動を展開
　　●非生産拠点でISO14001の認証取得を推進
　●生産拠点でISO14001の認証取得を推進
●御殿場事業所がISO14001の認証を取得

社員全員参加の風土・仕組みづくり

　　　●戦略的目標管理制度の導入
　　●各部門での環境視点によるビジネスモデル構築
　●環境配慮型製品の開発・グリーン販売の推進
●仕入先企業のEMS構築支援・グリーン調達の推進

利益創出を同時実現する事例・仕組みづくり

　　　●経済効果の目標値設定
　　●各事業部門・カンパニーへの目標展開
　●環境経営の評価指標の開発

事業と環境を融合する仕組みづくり

第2段階

第1段階

リコーグループの環境マネジメントシステム

各部門の
環境経営システム

グループ全体の環境経営システム

環境綱領
環境行動計画

環境行動計画の
達成確認
エコバランス
環境会計

全社規則、環境教育・啓発、
環境技術開発

PLAN

DO

CHECK

ACT

戦略的目標管理制度

全社環境
マネジメント
システムレビュー

①財務的視点
財務的に成功するために、
株主に対してどのように
行動すべきか

②お客様の視点
戦略を達成するために、
お客様に対してどのよう
に行動すべきか

③社内ビジネス・プロセスの視点
株主とお客様に満足いただく
ために、どのようなビジネス・
プロセスに秀でるべきか

⑤環境保全の視点
社会的責任を達成するために、
とくに環境保全に対してどの
ような対応を取るべきか

④学習と成長の視点
戦略を達成するために、ど
のようにして変化と改善の
できる能力を維持するか

中期戦略

リコーグループの
戦略的目標管理制度

※ ISO14001認証取得状況については、ホームページを
　ご覧ください。
　 http://www.ricoh.co.jp/ecology/base/iso.html
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全員参加の活動
リコーグループは「全員参加」を基本に、

環境経営のレベルアップに取り組んで

います。「全員参加」とは、研究開発から

製品設計、調達、製造、輸送、販売、保守・

サービス、回収・リサイクルの各部門の

一人ひとりが、自分の業務に環境の視点

を取り入れて活動することを意味しま

す。これらの活動は、利益創出を追求する

「QCD活動＊」と、ほぼイコールになって

います。また、活動のレベルアップを図る

ために、グループ内ベンチマークも随時

実施し、ノウハウを水平展開しています。

リスクマネジメント
リコーグループでは、『リコーグループ

トータルリスクマネジメント基本規定』

に基づき、PDCAサイクルによる内部

統制機能としてのリスクマネジメントが

実行されています。また、「クライシス＊

発生時の初期対応」では、クライシスの

種類に応じてそれぞれの対応主管区や

報告レベルが明確にされており、リコー

の社長および関連する役員への逐次報

告と社長方針に基づく応急対応策がな

されます。環境に関わるクライシス発生

時、またクライシスにつながりそうなレ

ベルの問題の発生時の初期対応は、

右記のフロー図に基づいて受付・報告・

指示・対応・協議が行われます｡

■ 高いレベルの環境目標設定
・省エネ、リサイクル、新エネルギーなどの環境技術開発

■ 製品の環境アセスメントと環境技術の実用化
・部品の点数削減・共通化・長寿命化　・環境影響化学物質の使用制限

・省エネ・リサイクル対応設計、両面コピー性能の向上

■ グリーン調達とグリーンパートナーシップ
・環境負荷の少ない材料・部品の調達

・仕入先企業のEMS、CMS（化学物質マネジメントシステム）構築支援

■ 生産プロセスの革新による環境効率の改善
・生産設備のコンパクト化　・歩留り、稼働率の向上

・省資源・リサイクル活動　 ・環境影響化学物質の削減

■ 循環型ロジスティクスの推進
・工場からお客様への直送納品　・循環型エコ包装の開発・運用

・モーダルシフトなど輸送の環境負荷削減

■ グリーン販売と環境コミュニケーション
・環境負荷の少ない商品・システム提案　・オフィスの環境保全

・お客様との環境コミュニケーション

■ 保守・サービスを通じたオフィスの環境改善
・お客様の環境改善への貢献

・使用済み交換パーツのリサイクル

■ リサイクル事業
・リサイクル情報システムの展開　・回収台数、回収品質の向上

・再資源化率の向上　・リサイクル対応設計へのフィードバック

製品設計

輸　送

販　売

保守・サービス

回収・リサイクル

研究開発

調　達

製　造

全員参加の環境経営活動

＊ 品質（Quality）、コスト（Cost）、納期（Delivery）の管理
　 改善活動

報告

指示

第一報報告

担当部署
の指示

報告

報告

指示

報告

協議

協議

報告

協議

応急対応
策検討

担当部署
の指示

協議

応急対応
策検討

状況把握

報告

協議

環境に関わるクライシス発生時の対応フロー図

環境コミュニケーション推進室

担当部署への
連絡

受付部署
各主管管理部門

本　社

CSR
担当役員

副社長
専務取締役
関連役員

社会環境本部

社　長

広　報

協議

報告

対外対応

対応指示

環境
担当役員

本部長

・対策PGの召集

・対策委員会の
　設置を社長へ
　具申

発生区

リコーグループ各社

担当部署

2006年度

件 数

金 額

2007年度 2008年度

0 0 0

0 0 0

環境に関する罰金・科料（リコーグループ）

＊ ｢クライシス｣とは、発生したリスクが持続/拡大し、リコー
　 グループの企業活動に極めて重大な悪影響を及ぼす
　 事態となる状況のことをいいます。




